平成22年度農業委員会関係予算概算要求と当面の組織対応について
Ⅰ．平成22年度農業委員会関係予算概算要求をめぐる情勢等
１．農業委員会関係予算は、新たな農地制度の施行に伴う予算措置として、重点事項である「我が国農業を支える担い手の育成・確保」対策のうち、「平成の農地改革の推進」予算として、①法令業務を執行するための「農業委員会費補助金」の大幅増額（6,038万7千円→20億4,774万円）、②農地利用調整等の農業振興業務を推進するための「農地有効利用支援事業」（特別会計）を新設（19億4,232万円）するなど、現場で制度の運用を担う農業委員会等に対する支援策を拡充・強化する要求となっている。
　　また、農地法等の改正に伴い市町村農業委員会の業務が追加・増大することから、地方交付税交付金のうち、農業委員会費の職員給与費の基準財政需要額（単位費用算定基礎）について、現行の「3人、1,911万円」から「5人、約3,800万円」に増額することを総務省に対して要求している。
さらに、農業委員会交付金は平成21年度と同額（47億7,600万円）、農業会議会議　員手当等負担金については５億6,223万円（対前年度比98.3％）、と21年度とほぼ同　額を要求している。
２．上記のほか、農地情報、担い手育成総合支援協議会、耕作放棄地対策などを含めた　農業委員会関係予算の概算要求のポイントは下図のとおり。
　　　【平成21年度当初予算】　　　　　　　　　【平成22年度概算要求】
	農業委員会交付金（47億7千万円）
	
	農業委員会交付金（47億7千万円）


	農業会議会議員手当等負担金
（5億7千万円）
	
	農業会議会議員手当等負担金
（5億6千万円、▲1.7%）


	農業委員会費補助金
（6千万円）
	
	農業委員会費補助金
（20億4千万円）


	担い手アクションサポート事業
（担い手育成・確保活動のうち農地　の利用調整活動）
強い農業づくり交付金
（集落農地利用調整、連携強化等）
	
	農地有効利用支援事業（特会・新規）
（19億4千万円）

	
	


	担い手アクションサポート事業
（23億7千万円）
	
	担い手アクションサポート事業
（26億2千万円、10.4%増）


	農地確保・利用支援事業
農地確保・利用推進体制支援事業
	
	農地確保・利用支援事業
農地確保・利用推進体制支援事業


	農地情報のデータベース化支援
・農地情報共有化支援事業
・農地情報提供支援事業
	
	農地情報のデータベース化支援
・農地情報共有化支援事業
・農地情報提供支援事業


	耕作放棄地等再生利用緊急対策交付金・推進交付金（206億5千万円)
	
	耕作放棄地等再生利用緊急対策交付金・推進交付金（156億2千万円、▲24％）


	農山漁村活性化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ支援交付金
（耕作放棄地関連ハード・ソフト）
	
	農山漁村活性化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ支援交付金
（耕作放棄地関連ハード・ソフト）


	地方交付税交付金・算定基礎
農委会職員配置：３人（1900万円）
	
	地方交付税交付金・算定基礎
農委会職員配置：５人（3800万円）


３．こうした農業委員会関係予算の状況や特徴等を踏まえ、年末の政府予算編成における要求額の確保等に向けて政府・国会への働きかけ・調整等の取り組みを進める。
　　あわせて、新たに措置される農業会議と農業委員会の関係予算を中心に、都道府県主管部局および市町村財政当局との連携を密にして、予算の確保と施策の充実強化を図る必要がある。
　　特に、大幅に拡充される農業委員会費補助金、新設の農地有効利用支援事業については、従来の担い手協議会関係予算と異なり、農政局→都道府県→市町村という行政ルートによる予算確保対策が不可欠であることに留意して対応を進める必要がある。

Ⅱ．平成２２年度農業委員会関係予算概算要求の内容
１．農業委員会等組織関係予算
（１）農業委員会交付金（継続）
　農業委員会交付金については、47億7,617万９千円で、21年度と同額の要求となっている。
（２）都道府県農業会議会議員手当等負担金（継続）
　都道府県農業会議会議員手当等負担金については、定員合理化計画（平成22年～26年で10％削減）に基づき、対前年度比98.3％、５億6,223万２千円を要求している。内訳としては、会議員手当及び職員設置費の事務局長分は21年度と同額、職員設置費の一般職員分は対前年比（98.3％）の要求となっている。
（３）農業委員会費補助金（拡充）
　これまで農地調整事務処理事業費、標準小作料改訂事業費等に充当するため措置されてきた農業委員会費補助金（前年度：6038万7千円）については、農地法改正により、農村現場で農地制度の運用にあたる農業委員会の役割が重要になるとともに、追加された事務等を適切かつ円滑に実施するため、20億4,773万5千円（33．9倍）と大幅な増額を要求している。
	【新たに追加される主な活動メニュー】
○農地の利用状況調査（改正農地法第30条）
○農地の保有・利用状況、借賃の動向など農地情報の提供（改正農地法第52条）
○農地基本台帳の整理



（４）農地有効利用支援事業の創設（新規、食料安定供給特別会計）
　今年１月に農水省経営局長名で発出された「促進等事務」の推進と新たな農地制度の施行に伴い、これまで農業委員会・農業会議が行う農地の利用調整活動等の予算として措置されていた国の直轄採択事業「担い手アクションサポート事業」（地域段階：農地等利用調整等効率化支援等、都道府県段階：地域活動推進支援）や「強い農業づくり交付金」（集落農地利用調整、優良農地確保支援対策等、連携強化推進体制整備等）を廃止し、「農業経営基盤強化勘定（特別会計）」の中に、総額19億4,232万円の「農地有効利用支援事業」の創設を要求している。
　　①　農地の利用集積を図るための活動に対する支援（補助率：定額）
　　　　農業委員会および都道府県農業会議が担い手への農地の利用集積の現状や目標　　　達成のための活動等の計画に基づき、地域の実情に応じて総合メニュー方式によ　　　り支援するとともに、農地の利用集積に関するデータ、資料等を整理する事務を　　　サポートする。
　　　　農業委員会については、１委員会当たり100万円程度、農地の出し手、受け手　　　の掘り起こしのための集落座談会等の開催、不在村地主を特定するための調査、　　　特定した場合の直接面談等。
　　　　都道府県農業会議については、１農業会議当たり300万円程度、農地に関する　　　相談員の設置、農業委員・職員等に対する研修会の開催等。なお、農業委員会    　と都道府県農業会議の予算額の流用は可能となっている。
　②　都道府県が行う指導に対する支援（補助率：１／２）
　　　　都道府県が農業委員会および都道府県農業会議が取り組んでいる活動を指導・　　　サポートする経費を支援する。１都道府県当たり110万円程度。
	【主な活動メニュー】
（農業委員会）
○農地の出し手、受け手の掘り起こしのための集落座談会等の開催
○不在村地主の特定するための調査や特定した場合の直接面談
○農地基本台帳と固定資産課税台帳等のデータを照合するシステムの導入　等
（農業会議）
○農地に関する相談員の設置
○農業委員・職員等の研修会の開催　等



（５）地方交付税交付金（新規）
　　　農林水産省は農地法等の改正に伴い市町村農業委員会の業務が増大することから、　　地方交付税交付金のうち、農業委員会費の職員給与費の基準財政需要額（単位費用　　算定基礎）について、現行の「3人、1,911万円」から「5人、約3,800万円」に増額　　することを総務省に対して要求する。
　　　増員要求は、現行の農業委員会事務局の人員が平均4．4人となっていることから、　　実態にあわせ、課長級１名と係長級１名の増員をもとめるもので、財務省への予算　　概算要求と同様に、年末に決定されることになる。
２．農地情報のデータベース化関係予算
（１）農地情報共有化支援事業（継続）
　　　所有者、耕作者、地番、面積、地目、作付状況等の農地情報と都道府県土連が整備する農地情報図との結合等を地域担い手育成総合支援協議会を通じて支援する予算であり、８億2,326億円（対前年度比76.1％）と減額のうえ継続要求されている。
（２）農地情報提供支援事業（農地情報の共有化の推進、補助率：定額）
　新規参入者等に必要な貸出農地の情報、賃借料等の情報について、全国どこからでもアクセスできる体制を整備する（昨年度に全国農業会議所・全国農地保有合理化協会が開発した農地情報提供システムの管理・運営を行う予算）。事業実施主体は公募。
３．農地の確保・有効利用関係予算
（１）農地確保・利用支援事業（継続、食料安定供給特別会計）
　　　都道府県担い手育成総合支援協議会に基金を造成し、市町村段階で行われる農地　　を確保し有効利用する取り組みに対し支援するもので、本年度に続き２か年目の予　　算要求となる。21年度補正予算（農地集積加速化事業）との関係で減額要求となっ　　ており、「受け手奨励金」に配慮した要求となっている。概算要求額は14億4,677万　　円（本年度：70億7,873万円）となっている。
（２）農地確保・利用推進体制支援事業（継続、食料安定供給特別会計）
　　　面的にまとまった形で農地を配分する仕組みを実証的に行う地域で推進活動を行　　うコーディネーターの育成・設置を支援する事業で、概算要求額は1億5,969万9千円　　（本年度：4億8,265万1千円）となっている。
４．耕作放棄地解消対策関係予算
（１）耕作放棄地等再生利用緊急対策交付金（継続）
　　　耕作放棄地を営農可能な状態に再生するための引き受け手が行う取り組み、再生農地を利用する就農者への研修、作付け・加工・販売の試行、必要な施設の整備、権利関係の調査・調整等までを総合的・包括的に支援する。事業実施主体は耕作放棄地解消対策協議会、実施期間は21年度～25年度となっている。
　　①　耕作放棄地再生利用交付金
　　　　貸借等により耕作放棄地を再生・利用する「再生利用活動」として、荒廃の程度に応じ10ａ当たり３万円または５万円（「再生作業」）、肥料、有機質資材の投入等の「土壌改良」と作物の作付けの「営農定着」にそれぞれ2.5万円／10ａ、「就農研修」や「経営展開」（以上、補助率：定額）のほか、施設等補完整備（補助率：１／２等）を支援する。
　　②　耕作放棄地再生利用推進交付金（補助率：定額）
　　　　「都道府県協議会推進事業」として、地域協議会に対する指導・助言等を支援するとともに、「地域協議会推進事業」として、荒廃状況等の詳細調査、農地の利用調整、挿入作物・販路の検討、営農開始後のフォローアップ等を支援する。
（２）農山漁村活性化プロジェクト支援交付金（うち遊休農地解消に対するきめ細やか　　な支援）（継続、交付率：１／２）
　　　同支援はソフトとハードで構成されており、具体的な内容は、ソフトが①市町村　　の事業実施主体に対する指導・助言及び啓発普及活動（都道府県段階）、②遊休農地　　の実態調査や分布図作成、ボランティア活動等への支援、老朽ハウスなど再生活用　　支援など（市町村段階）、ハードが①遊休農地を活用した農業生産活動や市民農園の　　開設、多目的活用の土地条件の整備、②事業実施主体が農地所有者から借り受けた　　遊休農地を復旧し、他の農業者等に使用貸借した場合の一定の経費支援－などとな　　っている。
　　　事業実施にあたっては、都道府県または市町村が作成する「農山漁村の活性化の　　ための定住等及び地域間交流の促進に関する法律」に基づく活性化計画のなかでの　　位置づけが必要となる。
　　　なお、ソフト事業の①は都道府県農業会議、ソフト事業の②は市町村農業委員会　　が事業実施主体として位置づけられている。
（３）農山漁村活性化プロジェクト支援交付金（交換分合による耕作放棄地解消に対す　　る支援）（継続、交付率：１／２）
　　　　市町村が策定した耕作放棄地解消計画の地区において、交換分合と一体的に行　　　う交換分合附帯農道等整備の事業メニューに耕作放棄地復元事業を創設する。
　　　　なお、交換分合関係の事業については、水土保全強化対策事業（土地改良換地　　　等強化事業）の中で、都道府県農業会議が交換分合の啓発普及を実施する事業実　　　施主体に位置づけられ、北海道農業会議分が140万６千円、都府県農業会議分が　　　368万５千円の継続要求となっている。
５．担い手育成総合支援協議会関係
（１）担い手アクションサポート事業（都道府県・地域協議会、拡充）
　　　従来の担い手アクションサポート事業を組み替え・拡充し、新たに平成26年度ま　　での５か年事業として要求。重点的な取り組みとして、①経営診断等により担い手　　の着実なステップアップ、②集落営農の法人化、③担い手不在地域への対応、④新　　たな人材の確保ーーの４点を掲げ、①支援体制の整備、②新たな担い手の参入を促　　進するための活動、③経営感覚のある担い手を育てるための活動、④担い手を支え　　るための活動ーーを支援する内容。都道府県段階の企画指導員手当については、各　　活動ごとの日数を積み上げた「年俸制」の考え方で要求されている。

○概算要求額：26億2,059万円（30億641万円）

○事業実施主体：都道府県・地域の担い手育成総合支援協議会

○事業実施期間：平成22年度～平成26年度
（２）全国担い手アクションサポート事業（全国協議会、拡充）

○概算要求額：1億8,000万円（1億3,443万円）

○事業実施主体：全国担い手育成総合支援協議会

○事業実施期間：平成22年度～平成26年度
（３）担い手経営革新モデル展開事業（組替新規）
　　　今年度までの「担い手経営革新促進事業」のうち、麦・大豆等の新規作付け支援、　　小麦・てん菜の先進的産地への支援部分は分離し、生産局予算として計上。本事業　　は、経営資源のフル活用による所得向上を目指す担い手をモデルとし、新たな取り　　組みを導入する際の掛かり増し経費を支援するとともに、経営データやノウハウ等　　をＨＰで公開する等が事業内容となっている。

○概算要求額：11億円（同）

○事業実施主体：都道府県担い手育成総合支援協議会

○事業実施期間：平成22年度～平成24年度
６．担い手経営展開支援リース事業（拡充）

○概算要求額：7億6,000万円（6億153万円）

○事業実施主体：民間団体

○事業実施期間：平成22年度～平成26年度

※担い手協議会等による機械等の導入前後の「経営診断」が事業要件
７．経営所得安定対策関係
（１）水田・畑作経営所得安定対策（拡充）

○生産条件不利補正対策：1,617億600万円（1,549億600万円）

※面積単価による過去実績（固定払い）、数量単価による毎年払い（成績払い）

○収入減少影響緩和対策：864億400万円（757億5,600万円）
（２）収入減少影響緩和対策積立金管理業務委託事業（継続）

○概算要求額：2,951万6,000円（3,365万2,000円）

○面積確定や補てん支払の際の積立金の払い戻し等の積立金管理のための経費

○実施主体：都道府県担い手育成総合支援協議会
８．機械・施設等のハード整備のための「担い手づくり交付金」（新規）
　　担い手支援のうち、機械・施設の整備等の整備に係る経営局関係のハード予算を統　合・交付金化し、市町村が策定する１つの計画で一括して活用できる新規の組み替え　予算。
　　従来の新規就農者補助、融資主体型補助、追加信用供与補助、集落営農補助、共同　利用施設補助のハード事業を統合・交付金化した。市町村の計画により複数年での執　行も可能に。
　　新規就農者補助、融資主体型補助については、「地域担い手育成総合支援協議会」が　実施主体となる。

○概算要求額：189億2,051万円（0）

○事業実施期間：平成22年度～平成26年度
９．新規就農・人材確保対策関係
（１）「農」の雇用事業（新規）
　　　平成20、21年度補正予算で実施した「農の雇用事業」を５か年事業として当初予　　算で要求。現行の情報提供・相談活動推進事業、農業就業体験事業（インターンシ　　ップ）を取り込んだ「農業法人就業相談活動事業」、ＯＪＴ助成のための「農業法人　　就業実践研修支援事業」を要求している。また、「高度化法人」に対する３か年間の　　ＯＪＴ助成も要求している。ＯＪＴ研修助成の対象は1,700経営体、高度化法人は30　　0経営体。
　　　なお、都道府県段階の新規就農関係予算については、引き続き、アクションサポ　　ート事業（新たな担い手の参入を促進するための活動のうち新規就農者育成・確保　　活動）に2,043万円（3,022万3千円）が要求されるとともに、新たに地域段階で就農　　相談会や雇用就農者の講習会等を開催する予算として、6,786万8千円（600万円）が　　盛り込まれている。

※高度化法人とは、①一層の規模拡大、②加工・流通・販売などの経営の多角　　　　化、③販路拡大等のための他産業との連携ーーに取り組む法人を想定

○概算要求額：35億2,792万円（0）

○事業実施主体：民間団体等

○事業実施期間：平成22年度～平成26年度

平成20年度補正における平成22年度分　０万円～300万円

平成21年度補正における平成22年度分　０万円～300万円
　　
★平成22年度業務委託予定額


１都道府県当たり
　　　　平均300万円

※従来の「就農情報等調査」（＠５万円）の委託費は本事業で対応
	
	
	　０万円～900万円

	
	

	             

　　合　計

	
	


（２）独立就農促進研修支援事業（組替新規）
　　　従来の「就農準備校の設置・運営」と「農業経営継承援事業」（現行の日本版ファ　　ームオン事業）が内容

○概算要求額：1億2,304万円（0）

○事業実施主体：民間団体等

○事業実施期間：平成22年度～平成26年度

平成21年度予算における業務委託契約額


※１都道府県当たり
　 200万円（７都道府県）
	　　
★平成22年度業務委託予定額


※１都道府県当たり

	150万円（10都道府県程度）



（３）強い農業づくり交付金のうち「研修環境整備支援」（新規）
　　　研修生の研修・宿泊施設の整備等（1／2以内）にかかる経費を支援。

○概算要求額：3億3,438万円（0）

○事業実施主体：県、市町村、ＮＰＯ法人、農業法人等

○事業実施期間：平成22年度～平成26年度
（４）外国人研修受入れ適正化支援事業（拡充）
　　　従来の事業内容に加え、改正入管法を踏まえた「変形労働時間制就労モデル」づ　　くり等を支援する内容。

○概算要求額：1億2,107万円（7,507万円）

○事業実施主体：民間団体等

○事業実施期間：平成20年度～平成24年度

平成21年度予算における業務委託契約額


※１都道府県当たり
　 50万円～400万円（40都道府県）
	　　
★平成22年度業務委託予定額


※１都道府県当たり

	50万円～400万円



（５）就農支援資金制度（拡充）
　　　※22年度については、認定就農計画にもとづく規模拡大に必要な運転資金も対象。
（６）農業雇用改善推進事業（厚生労働省公募事業、拡充）
　　　新規就業者の定着を図るため、農業法人等の雇用の改善（就業環境の整備）を推　　進する。
○概算要求額：１億100万円（6,388万円）
        ○事業実施主体：民間団体等
○事業実施期間：明確ではないが、数年のうちに全県で実施したい意向
      　平成21年度の農業会議への業務委託契約額


※１都道府県当たり
   530万円（10都道府県）
	　　
★平成22年度業務委託予定額


※１都道府県当たり

	530万円（15都道府県程度）



10．先進的な農業法人等の支援対策関係
（１）先進的農業法人支援推進事業（拡充）
　　　経営の高度化を後押しするため、①専門家による指導・助言、②資本増強に伴う　　支援、③他の事業等との連携への支援、④人材育成への支援ーーを実施。
　　　事業内容は、①経営発展支援事業（4,711万5,000円、新規）、②出資型ハンズオン　　支援事業（3,292万7,000円、新規）、③ネットワーク形成事業（1億8,000万円（同）、　　継続）、④経営幹部養成事業（9,695万8,000円（2,000万円）、拡充）。全国農業会議　　所は④について応募し、都道府県農業会議との業務委託契約により推進する方向で　　検討。

○概算要求額：3億5,700万円（2億円）

○事業実施主体：民間団体（ネットワーク形成事業は農業法人等）

○事業実施期間：平成21年度～平成24年度
（２）先進的農業法人支援整備事業（新規）
　　　経営の高度化に取り組む法人（高度化法人）が策定する計画の達成のために必要　　な機械・施設等の整備費の1／2以内を助成

※高度化法人とは、①一層の規模拡大、②加工・流通・販売などの経営の多角　　　　化、③販路拡大等のための他産業との連携ーーに取り組む法人を想定

○概算要求額：30億8,502万円（0）

○事業実施主体：農業法人等（高度化法人、連携先法人）

○事業実施期間：平成22年度～平成26年度
11．金融・利子助成関係
（１）スーパーＬ資金等の金利負担軽減（実質無利子化）措置（新規）
　　　スーパーＬと近代化資金の無利子化のため、年間1,500億円、２か年分（3,000億　　円）の融資枠を設定。貸付当初の５か年間の利子を無利子化。農山漁村振興基金を　　活用。
（２）農業近代化資金に、農林中央金庫による融資（国の利子補給）の仕組みを創設
（３）農業法人に出資するファンド創設、公庫も“呼び水”出資

Ⅲ．当面の組織対応
【重点事項】

＝農業委員会系統組織の体制整備に向けた関係予算の確保＝
平成２２年度農業委員会関係予算の概算要求においては、農地法等の改正により大　幅に増加した法令業務を執行するための「農業委員会費補助金」が33．9倍の大幅な　増額要求となっているとともに、「促進等事務」の推進と新たな農地制度の施行に伴い、　農業委員会・農業会議等が行う農地の利用調整活動等の新たな予算として「農地有効　利用支援事業」（食料安定供給特別会計）19億4,232万4千円が新たに要求されている。
また、市町村部局が所管する農業委員会関係予算の財源となる「地方交付税交付金」　について、農業委員会費の職員給与費の基準財政需要額（単位費用算定基礎）を現行　の「3人、1,911万円」から「5人、約3,800万円」に増額することを総務省に対して要　求している。
これら予算要求等は、農地法等の改正を契機とした農業委員会等組織の体制整備を　進めるための支援措置であり、この体制整備関係予算等の確保を重点課題とし、下記　に留意しつつ、万全の対応を図るものとする。
（１）予算の流れの変化（行政ルート）に留意
　　担い手育成支援協議会関係予算が「国（地方農政局）→都道府県担い手育成支援協　議会・地域荷にて育成支援協議会」という、都道府県・市町村を介しない、国の直轄　予算であるのに対し、「農業委員会等補助金」、「農地有効利用支援事業」（食料安定供　給特別会計）ともに、下記のような行政ルートによる予算要求、事業申請等の流れと　なる。
	
　国（地方農政局）→都道府県　　→　　市町村
                        ↓                ↓

　　　　　　　都道府県農業会議   市町村農業委員会



　　このため、行政（都道府県、市町村）において、予算措置を講じることが必要であ　り、都道府県、市町村に対する予算確保の要請活動が不可欠となる。
　　また、「農地有効利用支援事業」には、都道府県部局による農業委員会活動等への指　導費が盛り込まれており、農業委員会活動に対する都道府県部局の指導（責任）が明　確になっていることにも留意し、予算の確保対策を進めるものとする。
（２）市町村、都道府県への予算確保要請文書の提示
　　全国農業会議所において、市町村農業委員会、都道府県農業会議が行政部局に予算　確保要請する際の文書（案）を作成・提示するものとする。
（３）行政ルートによる予算確保対策の強化要請
　　国（地方農政局）から都道府県部局に対する関係予算の確保対策について、従来以　上に強力に取り組むよう要請するものとする。
（４）県および県農業会議による市町村農業委員会予算確保状況のフォローアップ
　　都道府県、市町村における平成22年度予算の検討・編成スケジュールを勘案しつつ、　それぞれの当初予算案に農業委員会等関係予算が盛り込まれるよう、普段の点検・フ　ォローアップを行うものとし、11月上旬に、緊急の都道府県農業会議事務局長会議を　開催し、進捗状況の確認を行うものとする。
　　具体的な進め方は下記のとおり。
１．全国段階（全国農業会議所）
　（１）政府・国会における検討状況を見つつ、年末の政府予算案の決定に向けて、農業委員会組織関係予算、とりわけ改正農地法等の施行を踏まえた予算の確保に向けた取り組みを強化する。
　（２）都道府県・市町村段階における農業委員会組織関係予算の確保に向けて情報提供及び啓発活動に努める。具体的には次のとおり。
　　　①　新たな農地制度の施行に向けて拡充・強化された「農業委員会費補助金」について、都道府県等との連携のもとに、事業の内容と予算確保の手続き等の情報提供と予算の積極的活用に関する啓発。
　　　②　農業委員会・農業会議が活動計画に基づき取り組むために新たに措置される「特別会計・農地有効利用支援事業」における農業委員会関係事業の内容と予算確保の手続き等の情報提供と予算の積極的活用に関する啓発。
　　　③　耕作放棄地解消に向けた取り組みを推進するため、農業会議・農業委員会を事業実施主体と位置づけている農山漁村活性化プロジェクト支援交付金の遊休農地解消を支援する事業および耕作放棄地の再生利用のための活動を支援する耕作放棄地等再生利用緊急対策交付金の積極的活用に関する啓発。
　　　④　新規就農・人材対策関係予算については、22年度概算要求においても引き続き拡充されており、全国農業会議所として公募事業の確保に最善の努力を傾注するとともに、事業の執行に当たっては、都道府県農業会議との業務委託契約による取り組みを推進するものとする。
　（３）農業委員会事務局の体制整備のための「地方交付税交付金」の算定基礎の農業委員会職員数の増員（職員配置を３人→５人へ）を踏まえ、農業委員会への内容の周知と市町村長等への働きかけ等の取り組みの支援。
　（４）全国段階での農地・担い手等に関する公募事業について積極的に確保するための取り組みを実施する。
２．都道府県段階（都道府県農業会議）
　（１）都道府県の所管部局との連携を密にし、各都道府県における予算編成作業の日程について早急に確認するとともに、農業委員会・農業会議が実施主体となる事業について、次の点に留意して農業会議としての予算の確保対策を実施する。
　　　①　「特別会計・農地有効利用支援事業」における農業会議関係事業について、農地相談員の設置や研修会の開催等に向け予算の確保と積極的な活用を図る。
　　　②　従来から農業会議が担っている担い手・経営対策、新規就農促進対策等については、担い手育成総合支援協議会を事業実施主体として要求されていることから、農業会議の事業実施と予算確保に向けて、早い段階から支援協議会の幹事会等のもとで協議し、都道府県や農協中央会をはじめとする構成団体の理解と納得を得ること。
　　　③　新たな農地制度の施行を踏まえ、農業委員会を実施主体とする「農業委員会費補助金」および「特別会計・農地有効利用支援事業」の内容・手続き等について、農業委員会会長・事務局長に対し、周知徹底を図るとともに、予算確保と活用に向けた支援を強化する。
　（２）「地方交付税交付金」の算定基礎の農業委員会職員数の増員を踏まえ、農業委員会が取り組む体制強化の働きかけに対し、積極的に支援すること。
　（３）農業委員会が実施できる農地利用集積、遊休農地対策、担い手対策について、事業を実施する農業委員会の掘り起こしに積極的に取り組むこと。その場合、とりわけ、農業委員会会長・事務局長に対し、事業内容や取り組み方法などを説明し、事業実施の必要性について徹底を図ること。また、必要に応じ、事業実施計画の記入の仕方についても指導すること。
　３．市町村段階（市町村農業委員会）
　（１）市町村における予算編成にあたっては、業務の円滑な推進に必要な財政確保が図れるよう農業委員会会長を中心に市町村長等への対策を講じること。とりわけ、農業委員会が実施主体となる「農業委員会費補助金」、新たに措置される「特別会計・農地有効利用支援事業」について積極的に取り組むこと。
　（２）農業委員会の体制整備に向け、「地方交付税交付金」の算定基礎の農業委員会職員数の増員を踏まえ、市町村長に職員増員に向けた要請を強力に行うこと。その際、全国農業会議所が作成する予算確保要請する際の文書（案）や「新たな農地制度により追加される事務量」（試算）を活用すること。
　（３）上記のほか、遊休農地対策等の農業委員会を中心に行う事業、農業者年金委託費等について、市町村の農業委員会予算に位置づけられるよう対策を講じること。
　（４）国の直轄採択事業の受け皿となる地域段階の担い手育成総合支援協議会について農業委員会会長の役員就任や事務局機能の確保など、農業委員会として積極的な関与を図ること。あわせて、農業委員会関係予算の確保に向けた理解促進を図ること。
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